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I．成果の概要  

 課題名  S-12  SLCPの環境影響評価と削減パスの探索による気候変動対策の推進 

 

課題代表者名 中島 映至 （宇宙航空研究開発機構 第一宇宙技術部門地球観測研究センター 参与） 

 

研究実施期間 平成26～30年度 

累計予算額   940,448千円（うち平成26年度：199,999千円 平成27年度：190,000千円、平成28年度：

180,499千円、平成29年度：189,523千円、平成30年度：180,427千円） 

累計予算額は、間接経費を含む。 

 

本研究のキーワード :地球温暖化、大気汚染、短寿命気候汚染物質、SLCP、エアロゾル、ブラックカーボン、

オゾン、排出インベントリ、排出シナリオ、気候変動、環境影響、健康影響、農業影響 

 

研究体制 

（１）大気質変化事例の構造解析と評価システムの構築（国立研究開発法人国立環境研究所） 

 （サブテーマ１）マルチスケール大気質変化評価システムの構築と変化事例の解析（国立研究開発法人国

立環境研究所） 

 （サブテーマ２）アジア域排出インベントリシステムの開発（一般財団法人日本環境衛生センター） 

 （サブテーマ３）地域スケールの排出量逆推計システムの構築（国土交通省気象庁気象研究所） 

 

（２）統合評価モデルの改良とそれを用いた将来シナリオの定量化（国立研究開発法人国立環境研究所） 

 （サブテーマ１）世界を対象とした統合評価モデルの改良とそれを用いた排出シナリオの定量化（国立研究

開発法人国立環境研究所） 

 （サブテーマ２）国・地域を対象とした統合評価モデル開発と排出シナリオの定量化（みずほ情報総研株式

会社） 

 （サブテーマ３）都市スケールにおける排出シナリオの定量化と大気汚染影響の評価（京都大学） 

 

（３）数値モデルによる気候・環境変動評価と影響評価（九州大学） 

 （サブテーマ１）数値モデルを用いたエアロゾルによる気候変動の評価（九州大学） 

 （サブテーマ２）数値モデルを用いた短寿命微量気体による気候変動の評価（名古屋大学） 

 （サブテーマ３）短寿命大気汚染物質による気候変動に伴う健康へのインパクト評価（京都大学） 

 （サブテーマ４）短寿命大気汚染物質による気候変動に伴う農業へのインパクト評価（茨城大学） 

 （サブテーマ５）短寿命大気汚染物質による気候変動に伴う水循環変動の評価（国立研究開発法人海洋研

究開発機構） 

 （サブテーマ６）短寿命大気汚染物質・雲・降水相互作用に伴う領域気候変動の評価（近畿大学） 

 

（４）統合運用システムの構築（東京大学） 

 

（５）環境影響評価と気候変動対策の推進（国立研究開発法人 宇宙航空研究開発機構） 

 

研究協力機関 

 

テーマ１： 

九州大学応用力学研究所 

一般財団法人電力中央研究所環境科学研究所 

 



 

S-12 

2 

テーマ２： 

中国：国家発展和改革委員会能源研究所、中国科学院広州能源研究所、中国環境科学研究院 

インド：インド経営大学院アーメダバード校、ボパール建築計画研究所、アーメダバード大学 

タイ：アジア工科大学、タマサート大学、キングモンクット大学 

インドネシア：ボゴール農業大学、バンドン工科大学 

マレーシア：マレーシア工科大学 

ネパール：アジア技術経営大学 

韓国：国立ソウル大学校、ソウル市立大学校、国立環境科学院 

 

テーマ３：なし 

 

テーマ４： 

国立研究開発法人国立環境研究所 

 

テーマ５：なし 

 

１．はじめに（研究背景等） 

 大気汚染はアジア・アフリカなど各国とも深刻な問題となっており、将来的な大気質の改善は人間社会にとって

重要な課題である。我が国でも、国内における短寿命気候汚染物質（SLCP）削減や大陸からの越境汚染問題

への対処が必要になっている。SLCP削減の努力は、2012年に始動した気候と大気浄化の国際パートナーシッ

プ（CCAC）などにより始まっているが、IPCC-AR5評価活動でも示されているように、SLCPによる複雑な気候変

動は十分にわかっていない。例えば、人為起源エアロゾルの直接・間接気候影響の放射強制力はIPCC-AR4と

IPCC-AR5で大きく異なっている。これは、放射強制力への影響メカニズムが複雑なことと、SLCPの時空間変動

が激しいために汚染状況が十分に現状把握されていないことに起因している。そのためにSLCPの最適な削減

施策の探索にも大きな不確実性を伴っている。特に、領域スケールの気候変動を引き起こす可能性が指摘され

ているが、その評価は難しい。 

 

２．研究開発目的 

 

 S-12課題では、領域大気化学輸送モデルと逆推計手法を用いたSLCP排出インベントリの高度化、アジア太平

洋統合評価モデル(AIM）におけるSLCP過程の高度化、気候・環境モデルによる影響評価を行い、この3つのシ

ステム を組み合わせてSLCP削減施策の探査を行う。 

 そのために、次のS-12課題では次の5つのテーマの活動を行う（図１）。 

 

 （テーマ１）大気質変化事例の構造解析と評価システムの構築 

 （テーマ２）統合評価モデルの改良とそれを用いた将来シナリオの定量化 

 （テーマ３）数値モデルによる気候・環境変動評価と影響評価 

 （テーマ４）統合運用システムの構築 

 （テーマ５）環境影響評価と気候変動対策の推進 
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図1.  S-12の研究課題と研究体制 

 

 

３．研究開発の方法  

（１）大気質変化事例の構造解析と評価システムの構築 

 アジアにおいて大気汚染と地球温暖化による環境影響の緩和に対して有効なSLCP削減の効果的な対策メニ

ューを示すために、過去の大気質変化イベントの定量的解析を通じて、SLCP削減の有効な対策を明らかにし、

対策効果の定量的評価ツールを開発することを目標とする。そのために、全球・領域化学輸送モデル（CTM）を

もとに、都市～アジアスケールの大気質変化事例の解析や対策効果の評価が可能なマルチスケール化学輸送

モデルシステムを構築し、過去に実施された大気汚染対策に適用して、排出量変化と大気質変化の定量関係を

評価する。更に、本研究で構築される排出インベントリ、排出量逆推計システムと統合して「マルチスケール大気

質変化評価システム」を構築し、地域大気質変化事例によって検証する。最終的に、このシステムを用いて、大

気汚染対策効果を分析することによりSLCP対策の有効性を定量的に明らかにする。 

  具体的には、アジア地域において、社会経済変化や環境対策によって大気質が変化した事例をSLCP対策

の社会実験ケースとして捉え、その事例時の観測データや社会経済データ、対策情報等を収集し、排出インベ

ントリ（EI）／化学輸送モデル（CTM）／排出量逆推計モデル（IM）を活用して変化要因や対策効果を定量的に分

析するととともに、その変化を再現できるようにEI/CTMを改良することにより、SLCP対策効果を定量的に評価可

能な計算システムを構築する。この目的を達成するために、マルチスケール化学輸送モデルシステム（サブテー

マ１）、アジア域の排出インベントリシステム（サブテーマ２）、排出量逆推計システム（サブテーマ３）の開発・改良

を進め、これらの３つのシステムを「マルチスケール大気質変化評価システム」として統合して、大気汚染対策に

よる排出量削減効果・大気質改善効果を定量的に分析する。 

 研究は次のサブテーマで実施する。 

 （サブテーマ１）マルチスケール大気質変化評価システムの構築と変化事例の解析（国立研究開発法人国立 

環境研究所） 

 （サブテーマ２）アジア域排出インベントリシステムの開発（一般財団法人日本環境衛生センター） 

 （サブテーマ３）地域スケールの排出量逆推計システムの構築（国土交通省気象庁気象研究所） 

 

（２）統合評価モデルの改良とそれを用いた将来シナリオの定量化 
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 テーマ2では、分析対象を世界、国、地方（都市、農村）といったスケールでそれぞれモデル開発を行い、各スケ

ールでの社会経済情報や排出インベントリが整合するように情報を共有して、将来の排出シナリオを定量化し

た。 

世界を対象とした分析では、これまで将来の世界の地域別GHG排出シナリオを提供してきた世界技術選択モ

デルであるAIM/Enduse [Global]について、SLCP対策についても検討が可能となるようにモデル改良を行うととも

に、アジアのインベントリをテーマ1で更新されたREASに基づいて更新し、世界地域別・部門別の将来のLLGHG

及びSLCPの排出シナリオを定量した。また、推計結果を気候モデルの入力となるように0.5°メッシュの情報に

ダウンスケールを行い、テーマ3と4に提供した。さらに、様々な取り組みを踏まえたAIM/Enduse [Global]の計算

結果を簡易に再現することができるツールAIM/SLCPの開発を新たに行った。国を対象とした分析では、「１．地

域スケールの技術選択モデルの開発」、「２．地域毎のLLGHG、SLCP排出シナリオの作成」、「３．異なるスケー

ルでのLLGHG、SLCP将来シナリオ定量化」に貢献することを目的としている。これらの目的１～３に資する作業

として、① エンドオブパイプ技術のデータ構築、② エンドオブパイプ技術のデータを実装した技術モデルの開発

それを用いた中国・インドの国レベルの排出量推計、③ 中国・インドの地域レベルの排出量推計を実施した。都

市や地方を対象とした分析では、家庭、交通を対象としたLLGHGやSLCPの排出シナリオの推計やその前提とな

るエネルギー需給についての定量化を目的とした分析を行った。 

なお、各スケールにおける定量化では、IPCC第五次評価報告書以降の国際モデル比較研究で用いられてい

る共通社会経済シナリオ（SSP: Shared Socioeconomic Pathways）をのうちの中庸社会であるSSP2を基礎とし、

国より詳細な分析ではSSPの情報をダウンスケールして、サブテーマ間の整合性を確保している。また、排出シ

ナリオについては、2℃目標に相当する場合と、健康被害をできるだけ抑えることを目指したシナリオを設定し分

析を行った。 

研究は次のサブテーマで実施する。 

 （サブテーマ１）世界を対象とした統合評価モデルの改良とそれを用いた排出シナリオの定量化（国立研究開

発法人国立 環境研究所） 

 （サブテーマ２）国・地域を対象とした統合評価モデル開発と排出シナリオの定量化（みずほ情報総研株式会

社） 

 （サブテーマ３）都市スケールにおける排出シナリオの定量化と大気汚染影響の評価（京都大学） 

 

（３）数値モデルによる気候・環境変動評価と影響評価 

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）などにおいて、人為起源エアロゾル全体の地球平均放射強制力は

負であると評価している。したがって、コベネフィットを目指した単純な人為起源エアロゾル関連排出量の削減は、

地球温暖化を加速する可能性があることに留意する必要がある。このことを踏まえて、本研究課題では、標準的

な排出量インベントリから排出量を増減させたデータを与えて、エアロゾル気候モデルMIROC-SPRINTARSおよ

び化学気候モデルMIROC-CHASERによるシミュレーションを実施する。その結果を解析し、SLCPs関連排出量

の変化に対する気象場の感度を定量的に評価する。このシミュレーションの基本部分は、国際的なモデル相互

比較プロジェクトのプロトコルに準拠しているため、国際的な研究コミュニテイ−にも広く貢献するものでもある。 

健康影響評価では、SLCPsの濃度変化による健康へのインパクトを評価するために、SLCPsのうち特に健康

影響が懸念されるPM2.5とオゾンの長期曝露による健康影響に関する疫学知見を整理統合し、非線形性も含め

た曝露―反応関数を作成する。その上で、PM2.5およびオゾン濃度のシミュレーション結果に基づき、健康影響

評価を行う。農作物収量影響評価では、SLCPsが作物収量に及ぼす影響について、対流圏オゾンによる直接的

影響に加え、SLCPsによる気候変動を介した間接的影響も含めて統合的に評価する。評価の高精度化のため

に、水稲収量モデルMATCROの全球モデル化およびオゾン影響プロセスの導入を行う。 

以上の研究をベースとして、エアロゾル気候モデル・化学気候モデル両者が含まれるMIROC-ESMを用いて、

S-12プロジェクトで新たに開発するSLCPsに関する複数の排出量シナリオに沿った将来予測シミュレーションを

実施する。その結果を、気候変動・健康影響・農作物収量影響の観点から解析し、SLCPsの削減効果を定量化

して、大気汚染および地球温暖化の緩和策を検討する際の科学的な情報を統合的に提供する。 

 研究は次のサブテーマで実施する。 
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（サブテーマ１）数値モデルを用いたエアロゾルによる気候変動の評価（九州大学） 

（サブテーマ２）数値モデルを用いた短寿命微量気体による気候変動の評価（名古屋大学） 

（サブテーマ３）短寿命大気汚染物質による気候変動に伴う健康へのインパクト評価（京都大学） 

（サブテーマ４）短寿命大気汚染物質による気候変動に伴う農業へのインパクト評価（茨城大学） 

（サブテーマ５）短寿命大気汚染物質による気候変動に伴う水循環変動の評価（国立研究開発法人海洋研究開

発機構） 

（サブテーマ６）短寿命大気汚染物質・雲・降水相互作用に伴う領域気候変動の評価（近畿大学） 

 

（４）統合運用システムの構築 

 テーマ4では、テーマ1〜3が開発するSLCP排出インベントリ高度化システム・AIMのSLCP過程の高度化システ

ム・気候変動の影響評価システムを連結した統合運用システムの開発を実施する。そのために、3つのシステム

の連結に役立つツールキットとデータ授受のためのデータアーカイブシステムを作成する。政策立案者が参加し

て、対策コストと影響を評価しながら能動的に最適パスの探査を試みることにより、システム利用法を確立する。

そのために、様々な削減パスの影響を評価できるユーザインターフェースを作成する。一方、代表的なSLCPで

あるブラックカーボンの排出量変化がもたらす全球平均地上気温へのインパクトのメカニズムを理解するために、

S-12テーマ3の研究によって実施された、数値気候モデルMIROC-SPRINTARSによるSLCP気候影響解析のた

めの数値実験データを用いた詳細な解析を行う。また、次世代雲解像大気モデルに主要な大気汚染物質に由

来する大気化学過程を導入したNICAM-Chemを用いて、詳細な領域計算から全球的な影響評価までをシーム

レスに行う必要があるので、計算格子を柔軟に設定できるストレッチ版及び領域版NICAM-Chemを実用的に稼

動できるように整備するとともに、世界最高解像度での全球計算を実施可能とする。さらに、ブラックカーボンの

排出量変化は地上気温に対する感度は小さいものの降水量は顕著に変化することを鑑み、降水量や気温の変

化に伴う水資源の変化や洪水・渇水といった水災害への影響まで見積もるため、領域シミュレーションの精度向

上を視野に入れた地表面過程モデルの高度化を行う。 

 

（５）環境影響評価と気候変動対策の推進 

 テーマ１〜４が開発するSLCP排出インベントリ高度化システム・AIMのSLCP過程の高度化システム・気候変動

の影響評価システム・統合運用システムの機能評価を行なう。また、研究の進捗に関するテーマ間の調整を行

なう。政策立案者が参加して、対策コストと影響を評価しながら能動的に最適パスの探査を試みることにより、シ

ステム利用法を確立する。また、プロジェクトの活動の国内外での発信と役立つ項目に関する研究連携を推進

する。 

 

４．結果及び考察  

（１）大気質変化事例の構造解析と評価システムの構築 

アジアにおけるSLCP関連物質の排出量と大気質の最近の変化並びに長期変化を把握するとともに、こ

れまでに実施された大気汚染対策による大気環境改善効果を明らかにすることを目的として、全球・東

アジア・日本国内を対象としたマルチスケール化学輸送モデルシステム、アジア域における排出インベ

ントリシステム、衛星・地上観測を使用した排出量逆推計システムを結合したマルチスケール大気質変

化評価システムを構築した。このシステムを活用して、サブテーマ連携によりアジア域における排出量

と大気汚染対策効果を解析した。主な結果は以下のとおりである。 

➀SLCP関連物質排出量の長期変化の把握 

アジア域排出インベントリREAS（Regional Emission inventory in Asia）を拡張し、1950年から2015

年までの様々なSLCP関連物質の人為起源排出量を推計した。その結果によると、(a)最近65年間にアジア

における排出量は、SO2で約20倍、NOxで約30倍、BCでは約5倍に増加したこと、(b)中国ではいずれの物

質の排出量も急速な経済成長によって1970年頃から急増したが、第11次・第12次五か年計画（2006～2015

年）において大気汚染対策が強化された結果、SO2とNOxは減少傾向に、その他の物質も増加傾向が鈍化

もしくは横ばいに転じたこと、(c)一方、東南アジアと南アジアの排出量は近年の経済発展によって、そ
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の増加率が上昇し続けていることが明らかとなった。 

②NOx排出量の最近の変化の解析（排出インベントリ法と逆推計法の連携解析） 

排出インベントリの結果を初期値として、衛星観測データに整合するように排出量を逆推計すること

によって、不確実性を減らし、かつ、迅速に推計する手法を開発した。例えば、中国におけるNOx排出量

の最近の変化を排出インベントリ法と逆推計法によって推計したところ、当初は両者の差異が非常に大

きな状態であったが、その後、両手法の改訂を進め、最終的にほぼ一致する結果が得られた。また、イ

ンドについても両手法による結果は良く一致した。このような解析により、中国では大気汚染対策によ

りNOx排出量が減少に転じたのに対し、もう一つの排出大国であるインドでは増加傾向が加速しているこ

とが、確かな知見として得られた。 

③大気汚染対策による排出削減効果・大気質改善効果の定量評価 

中国と日本の大気汚染物質排出量について、対策による削減量を推計した結果、例えば、NOxについ

て見ると、中国における排出量は、対策を実施したことによって35%程度が削減され、特に発電所への脱

硝装置の導入が排出量の減少に寄与していると推計された。一方、日本では対策による削減率は約80 %

と高く、特に自動車対策による効果が大きいことが示された。更に、化学輸送モデルを用いて、日本と

中国の大気汚染対策によるPM2.5やオゾンなどの低減効果を調べたところ、東アジアの広域でこれらの濃

度が低下し、大気質が改善したことが明らかとなった。 

④将来排出シナリオ作成のための基準年排出量データの提供 

S-12全体のSLCP排出シナリオを作成するために、REASとテーマ２のアジア太平洋統合評価モデル（AIM）

のインベントリ構造を整合させた後、本研究で改良・改訂されたREAS排出量をAIMの基準年排出量として

提供した。また、REASとAIMの排出基礎情報の共有化を進めた。 

 

（２）統合評価モデルの改良とそれを用いた将来シナリオの定量化 

パリ協定で定められた2℃目標シナリオの実現に向けた低炭素対策を取りつつ、健康影響・環境影響を軽減

させ、さらに2℃目標シナリオの実現を後押しするようなSLCP削減シナリオの探索を、世界を対象とした技術選

択モデルであるAIM/Enduse[Global]を用いて行った。国別・部門別・ガス種別に排出増減の傾向が異なり、また

ガス種別に大幅削減にむけた有効な対策の組み合わせが異なるため、様々な対策の組み合わせを分析し、テ

ーマ横断で解析するシナリオの候補として、9つのシナリオについて相乗効果・相殺効果の傾向を解析した。そ

の結果、CO2排出経路およびGHG排出経路は類似していても、対策技術の組み合わせ次第で、大気汚染物質

（SO2, NOx, OC, PM, CO, NMVOC）およびSLCP（BC）の排出経路は大きく異なることが分かった。特に、SLCP削

減シナリオとして、BCやCH4の排出源に対する「直接的な削減対策」と、NOx, CO, NMVOCの排出源に対して対

策を取ることで対流圏O3生成を抑制する「間接的な削減対策」に注目すると、1)発電部門における電源構成（石

炭または再生可能エネルギーを優先する）、2)発電・産業部門におけるCO2回収貯留、3)家庭・業務・運輸部門

における電化率の促進、および4)発電・産業・運輸部門における除去装置導入の促進、に関する将来シナリオ

の設定が、結果に影響を与えることが分かった。その結果、1) BCを大幅削減しつつ、健康影響を考慮してSO2

も十分に削減し、2) 対流圏O3の抑制のために前駆物質であるNOx, CO, NMVOCを削減し、かつ大気中CH4増

加の抑制のためにNOx, COを同時に削減し、3) SO2，NOx, NMVOC削減による地域的な冷却効果の低減(=温暖

化影響の増加)による相殺効果、を考慮すると、「2℃目標を再生可能エネルギー強化、民生・運輸での電化促

進、汚染除去対策は強化継続（2D-EoPmid-RESBLDTRT）」というシナリオが、総合的にSLCP削減シナリオとし

て有効であると考えられた。 

また、AIM/Enduse [Global]は政策決定者を含めた一般ユーザー向けではないため、ステークホルダーが独自

にシナリオを検討し、評価対象ガス種の排出量、削減量だけでなく、環境影響や健康影響を簡易に評価できる

ように、テーマ1、テーマ3およびテーマ4と連携して、タブレット上でも挙動するブラウザ版簡易評価ツール

AIM/SLCP （Scenario Lookup by Coalition for Protecting environment tool）を開発し、

http://www-iam.nies.go.jp/aim/data_tools/S12/にて公開した。 

そのほか、開発・改良した国版のAIM/Enduseを用い、中国及びインドを対象とした2010年から2050年までの

温室効果ガス、大気汚染物質及びSLCPの排出量の推計を行い、導入技術による除去率の推移や対策導入の



 

S-12 

7 

ための追加費用の推計を行った。また、中国における省やインドにおける州を対象とした排出シナリオの推計も

あわせて行った。また、民生部門における屋内大気汚染物質や交通を起源とする排出シナリオの定量化におい

ては、都市と農村、所得や気候など詳細な情報を用いて、その基礎となる目的別エネルギー種別のエネルギー

需要量の推計を行った。 

 

（３）数値モデルによる気候・環境変動評価と影響評価 

テーマ3としてまず示すべき研究成果は、大気上端での放射強制力の大きさからこれまでに想定されていたブ

ラックカーボンによる地上気温の変化が小さいことを、そのメカニズムとともに示したことである。気候変動や大

気汚染の国内外におけるこれまでの対策は、放射強制力と気温変化の関係（気候感度パラメータ）は化学組成

にあまり依存しないことが前提とされてきた。しかし、代表的なエアロゾルである硫酸塩とブラックカーボンとでは、

気候感度パラメータが大きく異なることを、大気モデルおよび大気海洋結合モデルの両者を使うことにより解明し

た。BCの排出量増減に伴って大気中での太陽放射の吸収量が変化する（放射強制力）が、この変化は雲や水

蒸気量の変化ももたらし、エネルギー収支の観点から太陽放射吸収量変化を相殺する方向に働く（速い応答）。

一方、硫酸塩は大気上端と地表面での放射強制力がほぼ等しいことから大気中でのエネルギー吸収には関与

せず、さらに雲の凝結核として効果的に機能することによって放射強制力を増長する方向に働く。この研究成果

は、国際的に議論されている気候変動と大気汚染の最適な同時緩和策策定のための重要な科学的知見であり、

当初想定していなかった研究成果でもある。また、窒素酸化物（NOx）の排出量を削減すると、温室効果気体で

あり、かつ健康影響を及ぼす対流圏オゾンの減少が期待できる一方で、NOx排出にともなって大気酸化能を支

配するOHラジカルが減少し、温室効果気体であるメタンが増加する傾向にあることが明らかになった。特に50%

以上のNOx削減幅の場合には、オゾン減少による負の放射強制力（冷却）をメタン増加による正の放射強制力

（加熱）が上回ることとなり、NOx削減は付加的な温暖化を引き起こしてしまうことがわかった。ただし、同時にCO

や揮発性有機化合物（VOCs）の削減を想定する場合には、メタン・COともに減少が期待でき、NOx削減による加

熱降下を部分的に打ち消すことが可能であるが、その効果は相対的に弱いことも示した。 

疫学知見に基づいたSLCPsの曝露―健康影響関数構築では、死因別（虚血性心疾患、脳卒中、肺がん、慢

性閉そく性肺疾患、急性呼吸器感染症）について検討し、循環器疾患死亡において高濃度ではリスク比の増加

が緩やかになったが、肺がん死亡ではほぼ線形が保たれた。曝露―健康影響関数および前段落で記述した気

候モデルによる計算結果を用いて、PM2.5および対流圏オゾンによる寄与死亡数および損失生存年数（YLL）を

評価した。2010年時点のPM2.5濃度レベルによる寄与死亡数は、全球で436.7万人と推定され、中国、インドを含

むアジア地域でPM2.5寄与死亡数、YLLともに多かった。一方、オゾンによる寄与死亡数は、17.6万人と推定され

た。農作物収量影響評価では、オゾンによる水稲減収率を2001-2010年について推計し、全球平均では10〜

15%であるものの、九州北部、韓国、中国の北緯30-35度の地域やネパール、バングラデシュなどでオゾンの影

響が大きいことがわかった。エアロゾルの場合は日射量の変化に伴う影響があるが、BC減少は直達日射および

散乱日射の両方の増加をもたらす一方、硫酸塩エアロゾル減少は直達日射を増加させるが、植物の光合成に

大きな影響を及ぼす散乱日射は減少することが定性的に考えられる。計算結果は、グローバルにはBC排出量

変化では水稲収量に大きな変化はないが、SO2排出量を減少させると水稲収量が低下することを示した。 

将来予測として、テーマ2が構築したSLCPsの排出量シナリオを用いたシミュレーションを実施した。除去対策

（End-of-Pipe）のみを考慮したシナリオでは、主に東アジアと南アジアを排出源とするSO2から生成される硫酸塩

エアロゾルが減少する効果によって、地上気温は上昇することがわかった。一方、除去対策に加えて、CCSや電

化等の取り組みを含む2℃目標追加シナリオでは、長寿命温室効果気体の排出削減による温室効果の減少に

よりSLCPs削減による地上気温の上昇は鈍化し、エアロゾル関連物質の排出源の近傍の狭い領域でのみ除去

対策に起因する地上気温の上昇が生じることがわかった。また、健康影響や農作物収量影響についても、2℃

目標追加シナリオの方が低減効果は大きいことが示された。 

気候変動において重要なのは気温変化だけではなく、例えば、直接的に人命や財産に影響を及ぼす豪雨や

熱波などの地域規模の極端現象も重要である。また、農作物収量は、地域的な日射・気温・降水量の複合効果

として現れている。SLCPs自体が短寿命のために時空間分布が偏っており、より具体的に環境政策に寄与しうる

科学的知見を提供するために、細かい時空間スケールでのSLCPsの統合的影響評価を今後実施していく必要
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がある。 

 

（４）統合運用システムの構築 

 テーマ4は、大気汚染の限られた側面からの削減策にばかり注目が行きがちなSLCPに関して、その気候影響

を特に地球規模での水循環の観点から調べるため、モデル開発とそれらを用いたシミュレーション及び解析を行

うことを目的として実施された。より具体的には、次世代に向けた大気化学輸送モデルであるNICAM-Chemの整

備及び、領域シミュレーションの精度向上のための地表面過程の高度化を行った。 

 その結果、SLCPの一つであるブラックカーボン(BC)の排出量削減による地上気温の低下は、これまで考えら

れているよりも小さいことがその仕組みとともに明らかとなった。すなわち、BC削減による太陽光吸収の減少は

大気の不安定化をもたらし、それに伴って雲・降水の変化など「速い応答」の調節機能が働くために、エネルギー

収支の変化が地上気温の変化には現れにくいことがわかった。その結果、太陽光の散乱・吸収によるエネルギ

ー変化(瞬時放射強制力)に対する地上気温変化の感度は、硫酸塩と比較してBCは小さくなる。ただし、BCや硫

酸塩の気候に対する影響は地域性が非常に強いこともわかった。 

 また、S-12全体で行った大気汚染物質の排出の把握、その結果を反映したSLCPの排出に関する技術選択を

可能とするAIMモデルの拡張、それを用いてSLCP排出に関する将来シナリオを探索する統合運用システムの開

発、さらに気候モデルと統合運用システムを組み合わせて気候影響を評価する手法の開発に貢献した。その際

詳細な領域計算から全球的な影響評価までをシームレスに行う必要があるので、本テーマで計算格子を柔軟に

設定できるNICAM-Chemを実用的に稼動できるように整備したとともに、世界最高解像度での全球計算を実施

可能にした。 

 さらに、SLCPの陸域水循環への影響は多大であり、SLCP削減効果はこの観点でも評価する必要があること

を明らかとした。BCや硫酸塩の前駆気体であるSO2の排出量が増減すると、気温や降水量が変化することによ

り、大洪水に晒される人口が増加する可能性があることを示した。特に、BCの変化は地上気温に対する感度は

小さいものの、降水量には顕著に影響することがわかった。しかしながら、近年顕著に増加しつつある洪水・熱

波などの極端現象に対してSLCPが及ぼす影響の評価については、国際的にも研究事例が非常に乏しいのが

現状である。SLCPが地球の大気や表層のエネルギー収支に及ぼす量や、エアロゾルが雲・降水生成に不可欠

な物質であることを考えると、SLPCの総合的な環境影響評価は今後ますます重要になってくると考えられる。 

 

（５）環境影響評価と気候変動対策の推進 

 課題（１）〜（４）で作成されたシステムの本格稼働を行い、全システムを評価した。政策立案者が参加して、対

策コストと影響を評価しながら能動的に最適パスの探査をいくつかの事例で試みることのできる簡易システム

AIM/SLCPを完成した。ボトムアップとトップダウン手法による排出シナリオの作成、過去に取られた対策による

大気質変化の理解、AIMによるS-12独自のSLCP排出シナリオの作成、モデルを用いた気候影響・農業影響・健

康被害の評価を指揮した。 

 以上の活動を通して、BC・対流圏オゾン・メタンの削減に伴う様々な正と負の便益を生む気候効果を気候モデ

ルによって評価し、その関係図を作成した。この関係図に基づいて、正の気候影響を最大化しつつ、負の気候

影響を最小化することによって、気候・水循環・農業・健康への被害の軽減が最大になるようなS-12最適排出シ

ナリオ「2D-EoPmid-RESBLDTRT」を完成させた。この最適シナリオを含む様々なSLCP削減シナリオを、大気海

洋結合型気候モデルMIROC-ESM、水文・農業・健康影響モデルに導入して、SLCPが引き起こす気候・水循環・

農業・健康への影響の詳細に検討し、その取りまとめを行なった。 

 環境省と協議を定期的に行い、PM2.5等、各物質の影響評価の必要性、省庁間のデータ利用の必要性を確

認した。また、CCAC, APCAP, IPCCへの対応の段取りを共有した。APCAP, IIASA, IPCC, AGU, EGU等の国際会

議への参加、SLCP排出シナリオに関する国際ワークショップ、第５回の一般公開シンポジウム、アドバイザリー

ボード会合の開催、プロジェクトの活動の国内外での発信と役立つ項目に関する研究連携を推進した。 

 SLCP提言書の作成・配布を指揮し、エコプロダクツ展サイエンスカフェと全国環境研究所交流シンポジウムに

置いてSLCP研究成果を発表し、市民・行政者との対話を行なった。また、SLCP削減シナリオの探索に関する市

民コンテストの実施を指揮した。 
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５．本研究により得られた主な成果  

 

（１）科学的意義 

 本研究の成果の大きな科学的意義は、短寿命気候汚染物質（SLCP）の複雑な気候影響を定量的に明ら

かにした点が挙げられる。ブラックカーボン（BC）の削減は、大気加熱の減少を引き起こすために、雲と降水

変化が起こり、その相殺効果によって、これまで考えられていたほどには地上気温の低下につながらないこと

が明らかになった。また窒素酸化物（NOx）の過渡な削減は、メタン寿命を伸ばすために、メタン濃度の増加を

結果的に招き、地球温暖化を緩和しない。これらの発見のもとに、有効なSLCP削減シナリオは、BC・メタン・

炭素系物質（COやVOC）・NOxを適切に組み合わせる必要があることを示した。 

 このような適切な組み合わせにはSLCP組成間の複雑な相互作用・間接気候効果に関する定量的な知見

が必要であり、本研究では世界最先端のSLCP統合運用システムを開発した点も重要な意義である。すなわ

ち、衛星リモートセンシング手法を取り込んだSLCPの排出量に関する現状把握能力の向上と、大気海洋結

合気候モデル（MIROC-ESM）と次世代型非静力学大気モデル（NICAM）にSLCP過程のモデル（SPRINTARS, 

CHASER）を組み込んだシステムを確立、気候・健康・農業影響・水循環の詳細な定量的評価を行なった。こ

の知見を基礎にして、地球温暖化緩和のための技術選択モデルAIMへの信頼性の高いSLCP過程の取り込

みが可能になった。これらの点は、SLCPの気候・環境影響に関する世界的な知見には大きな不確実性を持

っているので、科学界への大きな貢献である。作成されたモデル群は、SLCPのみならず、他の短寿命大気組

成の研究にも利用できるので、科学的に大きな波及効果がある。 

 

（２）環境政策への貢献 

 パリ合意において設定された2度目標と1.5度努力目標の達成のためには、0.5度の大きさの全球平均地表

面気温の低下を確保することが重要になっている。そのために、SLCP削減が重要であるが、専門家の間で

もSLCPの気候影響については理解が得られていないのが現状である。そのために、本研究で得られた

SLCPに関する知見と評価システムは、我が国の施策構築と国際リーダーシップの発揮に役立つ。研究から

明らかなように、大気汚染物質の単純な削減ではかえって温暖化を加速する可能性もあり、BC・メタン・炭素

系物質（COやVOC）・NOxを適切に組み合わせた削減シナリオが必要であるためである。本研究で作成した

S-12最適シナリオは、現時点での最適なシナリオの一つであり、その利用が有効である。また、開発した

SLCP統合運用システムは、定量的なSLCPの知見を国内外の議論に迅速に提供することができる。 

 本研究に基づいた「SLCP削減施策に関する提言」を取りまとめて、関係者・機関に配布した。

UNEP/ABC-Asia（アジア地域の褐色雲プロジェクト）ワークショップ（2014)、SLCP国際政策シンポ (2017)の

企画、APCAP共同フォーラムへの参加、CCAC国際事務局との意見交換（2017）、エコプロダクツ展サイエン

スカフェ実施（2018）、 全国環境研究所交流シンポジウム（2019）でのSLCP問題の発表と提言書の配布、

IIASA日本委員会ワークショップにおけるS-12研究成果の発表と意見交換(2019)、最適なSLCP削減シナリオ

探査のための市民コンテストの実施（2018）、毎年の公開シンポジウムを通した市民対話を行なった。 
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[Abstract] 
 

Key Words: Global warming, Air pollution, Short-lived climate pollutants, SLCP, Aerosol, 
Black carbon, Ozone, Emission inventory, Emission scenario, Climate effects, Environmental 
effects, Health impact, Agricultural impact 
 

 

Air pollution poses a serious global problem, particularly in Asia. Therefore, the society 
must promote pressing actions for developing countermeasures. Air pollutants include black 
carbon (BC), tropospheric ozone, methane, hydrofluorocarbons (HFCs), and other 
compositions collectively called short-lived climate pollutants (SLCPs) that warm the earth's 
system, thereby accelerating global warming. The reduction of SLCPs represents an important 
action for mitigating global warming. Toward that end, we must lower the large uncertainty 
involved in estimating the climate impacts of SLCPs resulting from their complex 
characteristics and distributions. 

This project aims at reducing the uncertainty of SLCP impact estimates through the 
following activities for seeking optimum SLCP pathways and effective countermeasures for 
impact reduction: (1) Cause and effect analysis of atmospheric quality change events and 
construction of an evaluation system; (2) Improvement of integrated models and their 
application in developing future scenarios; (3) Impact assessment of climate and environmental 
effects using numerical models; (4) Development of an integrated operational system; and (5) 
Evaluation of the environmental effects and promotion of countermeasures to climate change. 

The project found that a reduction of BC will cause only a small decrease in the mean global 
surface air temperature through counter effects of clouds caused by lower atmospheric heating 
by BC. It is also possible to increase the surface air temperature by significantly reducing 
nitrogen oxides (NOx), resulting in a higher atmospheric methane concentration through 
reduction of hydroxide anion (OH). Based on this finding, we showed that an effective SLCP 
reduction is only possible by a reduction scenario entailing a suitable reduction combination of 
BC, methane, carbonaceous substances (CO and VOC), and NOx. Creating such a scenario 
requires quantitative knowledge about the complex direct and indirect climate effects of 
SLCPs; thus, we developed an integrated operational system for SLCP assessment. This system 
consists of an improved SLCP emission inventory construction system with a combined 
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satellite inverse method, SLCP climate simulation system with a coupled atmosphere-ocean 
climate model (MIROC-ESM), and a next-generation nonhydrostatic icosahedral atmospheric 
model (NICAM) implemented with aerosol and atmospheric chemistry process models of 
SPRINTARS and CHASER. This assessment system was used for detailed quantitative 
simulations of SLCP impacts on climate, health, agriculture, and water circulation. The 
simulation results have thus become a solid base of improvement for the SLCP process of the 
Asia-Pacific Integrated Model (AIM) regarding the selection of technology for reducing SLCPs 
and creating an optimal SLCP reduction scenario. 

Reducing the surface air temperature on the order of 0.5°C has become an important target 
toward achieving the 2°C goal and 1.5°C effort under the Paris agreement. However, SLCP 
impacts on the earth's climate are not well understood even among the professionals. As a 
simple large reduction of air pollutants may result in accelerating global warming, an effective 
method of reducing SLCPs must be found by using a suitable reduction combination of BC, 
methane, carbonaceous substances (CO and VOC), and NOx. We studied the performance of 
various SLCP scenarios using the integrated operational system and found an optimal one that 
can reduce the global surface temperature on the order of 0.5°C, while simultaneously 
mitigating environmental damage. 

 


